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問題の所在

　社会福祉における参加の系譜は、古くは慈善活

動やセツルメントといった、救貧問題の解決を意

図した民間レベルの福祉活動にその端緒を求める

ことができる。しかし、わが国の社会福祉学にお

いて、参加を理論的に基礎づけ、分析しようとす

る営みが本格的に展開されるのは、第2次大戦

後、それも高度成長期まで待たねばならない。

　社会福祉学における住民参カロ概念は、　「社会福

祉協議会基本要綱」（1962年）において提示され

ていたように、まず、コミュニティ・オーガニゼ

ーションの理念として設定された。この基本要綱

においては、「住民主体の原則」として、「広く住

民の福祉活動への主体的参加を促し、・開かれた組

織づくりと民主的な合意形成を図る。」という文言

が盛り込まれ、社会福祉協議会の活動は、住民が

主体となって支えるものであること、社協の主た

る機能は福祉政策の策定と組織化であること、ま

たその基本単位は市区町村であり、系統的に活動

を積み上げていくべきことなどが明確化されてい

たのであった。

　その後、70年代に入ってから、岡村重夫が地域

福祉研究に先鞭をつける。岡村理論においては、

住民参加が地域組織化を実現せしめる重要な要素

として取り上げられていた。このことを契機とし

て、70年代以降、「住民参加」は、地域福祉を推進

する指導原理として位置づけられるようになる。

　もとより参加論は、ひとり社会福祉学のみが積

極的に取り組んできた研究課題ではない。周知の

ごとく、「参加」は政治学や社会学の分野におい

てもまた、こんにちまで研究者たちの高い関心を

集め続けてきているテーマである。

　参加論の難しさは、参加を実現させるために

は、結局のところ一一一人ひとりの市民の意識に訴え

かけるほかないために、どのようにしたら一人で

も多くの市民を参加に動員しうるかといった方法

論をも、最終的に論じざるをえないという点にあ

る。多くの参加論が規範的論議に傾斜し、ともす

れぽ情緒的なものになりがちな傾向があるのは、

この議論が住民の内発的努力を喚起しようとする

運動論的性格をもつものである以上、ある程度は

避けられないことかもしれない。

　研究者サイドでは、参加論の持つかような性格

を踏まえたうえで、なお参加に関わる一連の問題

を、極力客観的・科学的に吟味しようとする試み

が続けられてきた。こんにち、参加論には、大き

くわけて3つの次元が存在しているように思われ

る。

　まず第1に、参加をデモクラシーとの関わりで

捉え、政治思想としてこれを論じようとする立場

が存する。この議論の系譜には、政治システムに

おける参加の位置づけや、その役割についての議

論も包含される。政治参加を市民教育の場として

把握するような議論もここに含まれる。この次元

で行われるのは、最も抽象的なレベルでの参加論
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である。

　第2に、参加の形態や程度、市民を参加に駆り

立てる社会経済的、及び政治心理的要因などを、

実証的に分析するようなレベルの議論がある。

　第3には、市区町村などの一定範囲内の地域

で、実際に行われているさまざまな参加活動を取

り上げた事例研究がある。このタイプの論議の基

底には、参加に積極的に取り組んでいる実践事例

を取り上げて分析することにより、参加を実現さ

せた要因はなんであるかを抽出し、もって成功事

例に倣い、参加を拡大していこうとする啓蒙的な

意図が読み取れる。現在の参加論は、この3つの

形態のいずれかを採って展開されているように思

われる。

　いまひとつ、参加論を複雑にしているのは、そ

こで用いられる「参加」の意味と内容が多義的な

ことである。特に社会福祉学では、ボランティア

活動などを主眼とする「社会参加」と、政策決定

の過程などに関わることを意味する「政治参加」

とを、同じ参加というコソテクストのなかで、こ

れまで混然一体に論じてきたこともあり、議論が

いっそう複雑化している。

　われわれは、「参加」の意味とその内容を吟味

するために、まずもって、政治学、社会学などの

関連領域で展開されてきた参加論の動向を把握す

る。次いで、社会福祉学の領域で論じられてきた

参加論の系譜を概観し、参加概念の整理を試み

る。しかるのちに、概念軸を設定して、参加の位

相を明確化する。さらに、近年注目されつつある

「利用者参加」を、親密圏における批判的コミュ

ニケーショソの問題に結びつけることによって、

福祉供給体制における「参加」とは何かを検討し

たい。

1　関連領域における参加論の動向

　政治学の領域で、参加は、何よりもまず「政治

参加」として捉えられてきた。これまでの政治参

加論が取り上げてきた課題は幅広い。その射程

は、民主主義理論と関わる政治思想的な言説か

ら、政治参加の役割、形態、レベルなどに関する

理論的、実証的な研究にまで及ぶ。政治参加論で

言及される政治参加の形態は、投票行動、選挙活

動、地域活動、個別接触などを含み、多岐に渡っ

ている。そのうち、住民参加を研究対象とする参

加論は、先に挙げた政治参加のさまざまな形態の

なかでも、特に地域活動に関わる部分に焦点をあ

てたものである1）。

　一方、社会学の領域においては、参加とは、基本

的に権力集中への挑戦としての「権力の分散化」、

もしくはカウンター・パワーの形成という観点か

ら捉えられてきており、ここでも包括的な「政治

参加」の一形態としての参加に、高い関心が寄せ

られてきた。もっとも、一部の都市社会学者のな

かには、参加を「政治参加」という局面からでな

く、ボランティア活動に代表される、いわゆる

「社会参加」という局面から捉えて考察する例も

あるが、これらはむしろ少数派であるといえよ

う。したがって、政治学、社会学双方における参

加論の主流は、こんにちまで参加二政治参加とい

う観点に立脚して、論議が展開されてきたといえ

そうである。

　政治学や社会学の領域における参加論が、最も

活発に論じられたのは、住民運動の隆盛期であっ

た1960年代の後半から70年代の前半にかけてであ

った。この時期、「市民参加」や「住民参加」を

対象とした議論は、住民運動論と緊密に結びつい

て展開した。したがって、住民参加論を吟味する

にあたっては、この議論と密接な関わりを持つ住

民運動論を無視することはできないと思われる。

以下では、住民参加の意義を明確化するために、

住民運動論と住民参加論の連関に眼を向け、かか

る検討作業ののちに、住民参加の位置づけを浮か

び上がらせることとする。

　a）住民運動論と住民参加論の連関

　似田貝香門によれぽ、わが国における住民運動

論ないし住民運動研究は、1960年以降、地域問

題との関わりで登場してきたものであるとされ

る2）。似田貝は、高度成長期前半（1960～65年）

において、地方自治の基本矛盾がこの時期に噴出

したことにより、地域問題と運動論が論じられは

じめたことを指摘した3）。

　1960年代は、高度経済成長の波に乗って急激な

都市化と工業化が進展し、各地で大規模な地域開

発が進展した時期である。しかし、地域開発は、
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一方で深刻な公害問題を惹起せしめた。この時

期、各地で激化してきた住民運動は、公害問題な

ど、大規模な地域工業開発によってもたらされた

環境破壊に対する生活防衛を直接の理由にしてい

たのであった4）5）。

　1960年代後半から70年代の前半にかけて、わが

国の住民運動は隆盛期を迎える。この時期は、カ

ドミウムによる食品汚染や、光化学スモッグなど

が新たな問題となり、また発電所やゴミ処理施設

の建設などをめぐって、激しい住民運動が展開さ

れた。賀来健輔によれぽ、この時期の住民運動に

は、いままでのそれとは性格を異にするものも含

まれるようになったという。すなわち、公害問題

の加害者たる企業と、それを監督する行政に対す

る住民運動という、従来の図式が崩壊していった

のである。たとえば、自動車を運転する住民自ら

も、光化学スモッグの加害者となりうること、ゴ

ミ処理施設の建設をめぐって「住民エゴ・地域エ

ゴ」という批判が噴出するようになったことなど

に見られるように、従来の加害者（＝行政、企業）

一被害者（＝住民）という図式は、もはや通用し

なくなっていく。いわば、「公共性」という問題

をめぐって、住民自身が自らに向けられた批判

に、どのように応えていくかということが、次第

に住民運動の存在を考えるうえでの重要な視点に

なってきたといえる6）。

　その後、住民運動は、事後的な救済を求めるも

のから、事前の差し止めや規制を求めるものへと

変化していく。こうした一連の住民運動が収束し

ていく直接的な契機となったのは、1973年に起こ

ったオイルショックであった。オイルショックに

より、これまでのような地域開発の拡大傾向に歯

止めがかけられ、わが国が徐々に低成長期に移行

していくのに伴って、住民運動もまた、表面上は

鎮静化していくのである。

　80年代に入ってのち、日本経済は安定成長を取

り戻すが、70年代前半までのような典型的な抵抗

型住民運動は影を潜める。しかし、このことはむ

ろん、環境問題が解決されてしまったということ

を意味してはいない。抵抗型の運動は鎮静化した

ものの、住民による環境問題への取り組みは形を

変え、たとえばゴミの分別収集の徹底や、古紙回

収という形態で行われるようになっていくのであ

る。

　さて、60年代後半から70年代はじめにかけて、

おが国の代表的な住民運動論老たちは、住民運動

と住民参加との関係を、どのように捉えていたの

だろうか。以下、何人かの論者の所論をとり上げ

て、素描してみることにしたい。

　篠原一は、住民運動（篠原の用語では市民運動）

を、「市民参加の運動的側面」であると措定し、

住民運動には、抵抗の契機を強く持つものと、参

加の契機を強く持つものとがあるとした。しか

し、抵抗するのみでは価値を創り出すことができ

ず、参加のみでは権力に包絡されてしまうため、

この双方の契機は、共に重要であるとされるT）。

篠原は、わが国の住民運動を、総じて抵抗の契機

が強い運動であるとしつつ、この抵抗を突き抜け

たところに、「市民としての参加」が拓けてくる

と述べた。

　篠原は、住民運動を発展史的に眺めた場合、運

動の形態を採らない、いわぽ運動以前的な状態か

ら、次第に自己主張・告発型の運動へと進展して

いくと述べた。すなわち、運動の第1段階では、

企業その他の活動によって被った人的・物的被害

に対して、住民が対症療法的に立ち上がる。これ

はいわぽぎりぎりの生活防衛から発する運動であ

り、四大公害訴訟事件をめぐる運動や、光化学ス

モッグに対する、PTAを中心にした動きなどが

これに該当する。これに対し、三島・沼津地域の

コンビナート建設反対運動は、対症療法的運動か

ら一歩進んだ、予防的市民運動の先駆的地位を占

めるものとされる。これらは、いずれも抵抗＝阻

止型の住民運動といえようが、阻止型の運動であ

る「予防的市民運動」こそが、参加の契機を色濃

く持った運動へと進化していく可能性を持つもの

であることが指摘されている8）。

　篠原によれば、かかる「抵抗から参加へ」のプロ

セスは、対症療法的な運動→予防闘争→参加的市

民運動として描き出されることになる。これがさ

らに発展していくと、運動は「交渉」の形をと

り、さらには制度化へと進展する。かくして、運

動が「制度化」へ到達した時点で、そこからは、

市民が権力に関わる度合いをメルクマールとし

て、「参画」と「自治」が主題化されることにな

る。このように、篠原の議論では、住民運動は

一一
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「町づくり」を内容とする住民参加ないしは市民

参加に至る一つのプロセスとして描かれている。

　一方、松原治郎は、住民運動を、地方自治体と

の関わりあいのなかで捉えようとした。松原によ

れぽ、住民運動とは、「最終的には住民によって

提起された問題一出発はたとえきわめて個別の利

害に立っているとはいえ一と、住民の集合形式に

よる意思の表明、そこに示されたエネルギーを、

行政がどう受け止め、計画や事業を進めるうえで

の内的エネルギーとして、その過程にインプット

させるかの問題」9）を提起するものである。ここ

には、住民運動が、自治体との関わりのなかで、

最終的には「住民参加」の問題として措定される

ものであることが示されている。松原は、日常的

な生活状況に発した不安・不満・要求を契機とし

て発展した住民運動が、自治行政と向き合ったと

きに、「住民参加」に転化すると考えていた。

　松原は、住民運動が住民参加へと転化するため

には、次に掲げるような条件が必要であると述べ

た1°）。第1に、住民運動がすぐれたリーダーシッ

プを得ることである。第2に、当面解決すべき問

題を、より高次の理念と結びつけ、運動目標自体

を高次元に高め、その理念の実現のための戦略を

立てることである。松原によれば、この場合の高

次の次元とは、「真の地方自治」の樹立というイ

デーであり、いま一つは「豊かな生活福祉コミュ

ニティ形成」を志向することである。松原も篠原

と同様に、住民参加の目標を、「町づくり」とし

て把握している。松原によれぽ、住民運動とは、

住民が自治体行政と向き合うことによって、参加

へと転じる「通過点」にほかならないのである。

　また、似田貝香門は、住民運動を「生活要求型」

と「生活環境保全要求型」という2つの側面から

捉え、前者の運動の底辺には、資本の「強蓄積」

による勤労者の労働力再生産の悪化の深化という

事態があるとし、後者の背後には、これもまた資

本の地域を対象とする「強蓄積」という客観的過

程があるとした。これらは明らかにマルクス主義

的な言説であるが、ここでわれわれが注目したい

のは、似田貝が住民運動の端緒を「異議申し立て」

にあるとし、住民運動の出発点を、住民にとって、

「住むこと」といういわば当たり前の問題に設定

していることである。いわば、この「当たり前の

こと」が、自然の権利として住民に自覚されたと

き、その自然性を出発点として運動が組織される

のである。しかしながら当然のこととして、異議

申し立てには、住民のエゴイズムや利害関係が鋭

く持ち込まれてしまう。似田貝は、エゴイズムを

含む異議申し立てが、権利要求へと変化していく

過程に特に注目し、これこそが住民運動から住民

参加への転化を規定するものであると考えた。

　このことを、似田貝は、大型のショッピングセ

ンター建設に対する住民の反対運動の例を引いて

説明している。仮に、ある地域に大型のショッピ

ングセソターができるとする。この時、住民は、

日常生活の中で「ショッピングセンターができる

と便利になる」と感じるだろう。しかし、そのこ

とによって、彼らの生活環境が破壊される可能性

が大きいとすればどうか。このように、生活環境

問題は、「便利」という発想それ自体を疑問視す

るものであり、本来の「便利」の意味内容が、自

己の日常生活の中で再び検討されることを提起す

るものである。すなわち、「住むこと」という、

いわば当たり前のことが、まさに侵害されようと

するとき、環境保全要求運動は、住民の権利要求

の運動として立ち現れるのである。似田貝は、こ

こに、住民運動から住民参加への転換を見る。似

田貝は、「住民参加や『街づくり』運動は、〈住む

こと〉のための物的諸手段（土地・空間）をあく

までも生活者としての使用価値にしようとするも

のであり、またそれに裏づけられた権利主張であ

る」と述べている1D。

　似田貝の議論で、特に注目すべきなのは、彼が

環境保全要求運動を通じて「共同性」が形成され

ると考えている点である。似田貝は、「居住地にお

ける生活にとっての諸手段たる土地・空間が、商

品化されることによる環境悪化への私生活の危機

意識と、それによる当の空間の〈生活のための使

用価値〉視点の確認を媒介に、私的な空間の占取

という〈日常的観念〉から、共同的な占取という

〈共同性の観念〉を形成していく」点を指摘して

いる12）。しかしながら、環境保全要求運動は、そ

の運動のパースペクティブが一定の地域性を有す

るものであるがゆえに、おのずと限界を持つ。す

なわち、〈共同性の観念〉が社会性を有するため

には、地域内の生活者の利害を越えていくもので

4
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なけれぽならないのである。似田貝は、この点を

克服するために、住民が公＝お上という日本的観

念形態に支えられた従来の公共性を批判していく

ような視点を持つことが必要であると述べた。い

わば、住民が、公共性の実体とその過程を批判す

るものとしての新たな「批判的公共性」の観念を

持つことにより、地域性の限界、いうなれぽ地域

エゴを超克することができるとするのである13）。

　ここまで、いくつかの所説を紹介してきたが、

ここから、おのずと以下のような住民参加の輪郭

が浮かび上がってきたといえよう。

　①住民参加は、基本的には権力に対する異議申

し立てという契機を含む。

　②住民運動は、権力への広範な異議申し立てと

いう意味での、広義の参加の中に位置づけられ

る。

　③住民運動は、自治体という公権力と向き合う

ことにより、「町づくり」を志向する住民参加活

動へと展開するプロセスとして把握される。

　b）政治参加としての住民参加

　住民参加の位置づけが明確化されたところで、

次に、住民参加を「政治参加」という局面から照

射し、そこからどのような問題がたち現れてくる

のかという点を中心として考察する。

　篠原によれぽ、市民参加もしくは住民参加は、

包括概念としての政治参加の一つの発展形態を示

すものである。ここで篠原がいう「政治参加」は、

一般的な政治学用語としての「政治参加」概念と

は若干異なる意味内容を持っている。すなわち、

一般的な政治参加概念は、選挙などに代表される

制度化された間接参加概念を意味するが、住民参

加論の文脈における政治参加は、人びとがさまざ

まな活動を通じて政治に直接関わることを意味す

る「直接参加」である。この、住民による直接参

加は、参加型デモクラシーの理念を指導原理とす

る。

　いま、住民参加をひとつの「政治参加」として

捉えた場合に問題となるのは、参加を政策形成過

程に限定して捉えるのか、それとも政策形成過程

にとどまらず執行過程にまで及ぶものとして包括

的に理解すべきか、ということである14）。

　従来、行政の策定（plan）・執行（do）・評価（see）

のプPtセスでは、ともすれぽ、力点が計画の策定

レベルにぽかりおかれ、執行や評価は相対的に等

閑視される傾向があった。小林弘和によれぽ、行

政内部でも、参加に関しては策定レベルで事足れ

りとし、具体的な衝突の生じやすい執行レベル

でのそれは回避されてきた傾向があるという15）。

しかし、策定レベルでの参加が、ともすれば審議

会などのように参加者を限定しがちであるのに対

し、執行レベルでの参加は、多くの住民を巻き込

むことが可能なものである。したがって、住民参

加は、今や政策の形成過程という入力過程のみに

とどまらず、政策実施という出力過程にまで及

ぶ、幅広い射程を持ったものとして、包括的に捉

えられるべきものといえよう。

　ここで、2、3の点について付言しておく。わ

が国の住民参加論は、その議論のなかに、高次の

共同性、公共性を展望する視野を有するという点

が特徴的である。高次の共同性・公共性を志向す

る住民参加論を展開しようとしたのは、似田貝の

みではない。たとえぽ、松原はコミューンのうえ

に立つ地方自治を具体的に保障する方式として、

住民参加を位置づけ、あるいは篠原は、住民参加

を高次の市民参加のなかに包摂し、それに現代民

主主義の内側からの再構築と、非人間的生活の人

間化という課題を与えている16）。

　古城利明は、かかる高次の共同性、公共性を展

望する点においてこそ、日本の住民参加論の持つ

鋭さがあると評価したうえで、高次の段階への参

加の制度化を、どのように展望するかが次なる課

題であるとした！7）。この点に関し、篠原は、参加

が制度化されると同時にそのダイナミズムを失う

こと、したがって制度化の後に、再び運動化の過

程が始まらざるをえないことを指摘していた。篠

原は、「運動の制度化と制度の運動化という2つ

のプロセスがつねに循環しなけれぽならない」18）

と述べ、同時に、参加が政治権力の磁場に引きつ

けられやすいこと、すなわち権力の側に包絡され

る危険が常にあることを強調し、参加の形骸化を

懸念していたのである。篠原の警告は、こんにち

もなお有効性を失ってはいない。これらの問題は

いずれも、住民参加の実効性を担保するうえで

の、きわめて根源的な課題であるといえよう。
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2　社会福祉学における参加論の系譜

　社会福祉学において、これまで活発な参加論が

見られたのは、地域福祉研究の領域である。地域

福祉論において、住民参加という場合、「住民が

政治過程に直接関わる」という意味（社会福祉学

においては、特に計画の策定に住民が関わること

が強調される）で用いる場合と、「ボランティア

活動などを通して、自らが福祉供給の担い手とな

る」という意味の2通りの用い方がある。さらに、

近年「利用者参加」という新たな参加概念が加わ

ることによって、社会福祉学における参加論は、

いっそう混迷の度合いを増すことになった。この

節では、このような参加論の錯綜した状況を整理

し、そこから現在の参加論の新たな課題を引き出

すことを意図する。社会福祉学における参加論の

系譜を追いながら、これらの点を考察していこ
う。

　a）社会福祉領域における住民参加論の形成と

　　展開

　冒頭で記したとおり、「住民の主体的参加」と

いう言葉が先駆的に用いられたのは、1962年の社

会福祉協議会基本要綱においてであり、そこでは

「参加」は、コミュニティ・オーガニゼーション

の文脈で取りあげられていた。この基本要綱を、

地域福祉の概念形成に重要な契機を与えたものと

し、こんにちの地域福祉論の萌芽をここに見いだ

そうとする向きもあるが、当時のコミュニティ・

ナーガニゼーションの理解はごく理念的なところ

でとどまっており、「地域組織化」における住民

参加の意義が、明確に理論化されていたとはいい

難かった。むしろ、地域福祉論の本格的な展開

は、70年代に入ってのち出版された岡村重夫の著

作19）に負うところが大きいと思われる。

　岡村の地域福祉論における住民参加の捉え方に

は、以下のような特徴を見いだすことができる。

まず第1に、住民参加の理念を、「自己決定の原

則」ないし「主体性の原理」においていることで

ある。従来、これらはケースワークの原則として

掲げられていたものであるが、岡村はこれを住民

参加の必然性を説明するものとして措定してい

る。第2に、住民参加を実現するものは、「福祉

コミュニティ」であると規定している点である。

ここでの福祉コミュニティとは、サービス利用

者、同調者、及び関係機関の結合体であり、「同

一性の感情」という紐帯によって結ぼれているも

のである。第3に、先に挙げた篠原一の議論を援

用し、住民参加を運動と交渉、参画と自治という

側面から捉え、住民参加が、これらの連関のうち

に発展していくべきことを述べている点である。

最後に、住民参加の到達点として、地域福祉計画

の策定に住民が参加することを掲げている点であ

る。

　かかる岡村の住民参加論は、住民参加の方法に

ついて、篠原の議論をほぼ正確に踏襲するかたち

で論を展開している。しかし、岡村が住民参加の

理念として「主体性の原則」を掲げていたこと

は、こんにちの「利用者参加」概念の基底となる

考え方を、この時期にいちはやく提唱していたも

のとして注目に値しよう。

　また、岡本栄一は、60年代後半から70年代前半

にかけての一連の市民運動、住民運動の台頭を、

社会福祉への市民参加と重なる問題として捉え、

福祉への市民参加を①運動としての市民参加②自

治（制度）への参画としての市民参加③生活拡充

運動への市民参加という3つの局面で捉えて、整

理していた2°）。岡本によれば、①には抵抗的・生

活防衛的運動、制度の変革促進運動、生活環境の

整備要求運動が、②には請願・陳情・請求などに

よる参画、審議会・委員会・公聴会への参画、福

祉計画・都市改造計画への参画、事業遂行過程へ

の参画、③にはコミュニティ形成活動、架橋的人

格的交流活動、互助的・提言的活動がそれぞれ含

まれるとされる。

　岡本の参加論は、参加する主体として、当事

者、行政、福祉従事者、市民・ボランティア、労

働組合、企業などを包摂し、きわめて広範な対象

領域を持つものである。ここでは、当事者が参加

の主体として筆頭に挙げられていることからもわ

かるように、「利用者参加」という用語が登場す

る以前から、サービスを利用する当事者やクライ

エントの参加が、福祉における参加の中枢を担う

重要な要素として注目されていたことがうかがえ

る。

　この他、70年代における福祉の参加論として
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は、真田是らによって「社会運動論」のコンテク

ストのなかで展開されていた議論が存するが、80

年代に入ってのち、先の岡村や岡本、真田らの参

加論の成果を踏まえて、これらを整理し、さらに

一層の精緻化を図った定藤丈弘による住民参加論

が登場する21）。

　定藤は、参加の形態を、①運動型参加、②自治

志向型参加、③生活拡充活動型参加の三種に大別

した。①の運動型参加には、当事者やその家族に

よっておこなわれる制度体系の拡充や変革を求め

るもの、福祉労働者や従事者の自主的研究組織等

を主体とし、彼らの労働条件などの向上や自律性

の保障を求めたり、利用老のアドボカシーを行う

もの、低所得者などの潜在的サービス利用者によ

る新たな政策的対応を迫る運動の三形態があると

される。②の自治志向型参加には、福祉行政への

参加、福祉施設に係わる参加、地域福祉サービス

への運営過程への参加が掲げられる。このうち、

福祉行政への参加としては、計画の立案過程への

参加、政策決定過程への参加、福祉事業の執行・

運営過程への参加が含まれ、福祉施設への参加に

は、施設処遇の社会化と施設諸機能の地域開放に

係わる参加、及び施設運営の社会化に係わる参加

があるとされる。また、③の生活拡充活動型参加

には、いわゆるボラソティアによる援助・協力活

動、利用者への差別や偏見といった、住民の態度

や意識の変容を促す価値志向的活動、及びコミュ

ニティ形成活動が含まれている。

　ここで紹介した定藤の参加論は、こんにち、社

会福祉の参加のなかで争点化される事項全般に眼

配りがなされ、しかもこれらを系統立てて説明し

ているもので、参加の形態を整理したものとして

は、現在までのところ最も完成された体系をもつ

と考えられる。なおこの議論で、定藤が社会福祉

における参加の持つ政治的意義を強調しているこ

とは、70年代の参加論者たちの視角を継承したも

のであると捉えられる。

　われわれが着目するのは、定藤による参加論以

降、参加の持つ政治的意味を強調するような論調

が次第に後退し、代わりに、住民参加の一局面で

あるボランティア活動を取り上げ、その重要性を

強調する論議が増えていったことである。いわ

ば、住民参加論は、政治参加としての住民参加を

枢軸とした議論から、社会参加としての住民参加

を枢軸とするものへと、議論の性格を変化させて

いくのである。むろんこのことは、政治参加とし

ての住民参加が、社会福祉領域で既に定着してし

まったということを意味しない。しかるに、なぜ

住民参加論の変質がもたらされたのであろうか。

　b）住民参加論の変質

　住民参加論がこんにちのように変質していくひ

とつの契機を与えたのは、全社協が刊行したr在

宅福祉サービスの戦略』（1979）で展開されてい

た「公私の役割分担」論であろう。本書では、在

宅福祉サービスを拡充していくために、公私の役

割分担が重要であるとし、特に「私」的な部分の

担い手として、ボランティアの動員を含んだ人的

供給体制の具体的検討が急務である旨を強調して

いた。

　本書で用いられる市民参加、ないし住民参加と

いう用語は、必ずしもボランティア活動のみに限

局されていたわけではない。本書では、「サービ

ス展開の諸レベルにおける意思決定への市民の参

加のシステムの確立」が必要であるとも述べられ

ているのだが、全体の基調をサービス資源を中心

とした論議においているため、そこで語られる住

民参加は、どうしてもサービスの「担い手」であ

るボランティアを想起させてしまう結果となって

いる。

　また、この時期から、国側も、明確に在宅ケア

の担い手の育成を課題とし、「婦人ボランティア

活動振興事業」（文部省、1978年）「福祉ボランテ

ィアのまちづくり事業」（厚生省、1985年）など

に乗り出していった。こうした事態を背景とし、

80年代には、中高年女性を主たる活動の担い手と

し、非営利で有償・有料の在宅サービスを提供す

る団体が、「住民参加型」在宅福祉サービスと呼

称されるに至り、住民参加は有償ボランティアも

含めたボランティア活動全般を示す概念として一

般化することになる。また、80年代福祉改革のイ

デオロギー的総括ともいいうる意見具申「今後の

社会福祉のあり方について」において、福祉の担

い手の養成と確保が重要課題として掲げられてい

たことも、こうした状況を加速させることになっ

たといえる。
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　かくして、資源論的論調の「公私の役割分担

論」、及びそれに続く一連のボラソティア育成事

業や福祉改革の動きのなかで、住民参加は、いつ

しかその本来の政治的意味合いを脱落させ、援

助・サービス供給活動としての側面のみを突出さ

せていくことになる。それに伴い、市民参加論、

あるいは住民参加論において、かつて似田貝や古

城らによって提起された公共性や共同性の問題が

主題化されることもないまま、もっぱらボラソテ

ィアを資源として把握した議論が展開されていく

ことになる。

　こうした状況を、右田紀久恵は「参加論におけ

る逆転現象」と呼び、住民参加論の理論的停滞を

指摘した。右田が「（わが国の参加論は）政策決

定・計画策定への参加の必要性の指摘レベルにと

どまっている」22）と述べたように、80年代のはじ

めに、定藤によって提示された社会福祉の住民参

加に関わる諸問題が、それ以降改めて検討され、

理論的に深められるといったことは特になかった

のである。

　しかしながら現在、住民参加論の停滞の一方

で、障害者福祉の領域を中心とし、新しい視点に

立脚した参加概念が生まれつつあることに注目す

ぺきである。

ては、まずもって当事者の主体性が重要視されね

ぽならない。いわぽ「主体性」と「自己決定」は、

社会福祉領域の参加論においては、かなり以前か

ら提起されていた概念だったはずである。それで

はなぜ、このことが現在再び論者の注目を浴び、

改めて強調されるようになったのだろうか。この

点に関し、北野誠一は、「なぜインパワーメント

なのであろうか」という問いかけではじまる以下

の文章で、これまでの社会福祉の援助関係に潜む

権力性を指摘している23）。

　「なぜインパワーメントなのであろうか。それ

は、これまで既存のヒューマンサービス（教育・

保健医療・福祉などを含んだ対人援助）が、障害

者のパワーを奪ってきたからであり、彼らを依存

的にし、無力化してきたからである。これまでの

ヒューマンサービスの供給者（行政・専門家等）

と受給者（患者・クライエント）との間には、一

方的にコントロールする側（主体）とコントP一

ルされる側（受手）という関係が存在したのであ

る。つまりは、ヒューマンサービスの供給者は、

福祉や援助や世話や愛の名のもとに（名を借り

て）、市民をコントロールし、市民を無力化して

きたのだ。」

　c）利用者参加概念の登場とその展開

　近年、社会福祉の領域で、「自己決定」、「エソ

パワーメント（empowerment）」などの概念が注

目を集めつつある。そして、これらの概念を思想

的基盤として、「利用者参加」ともいうべき、新

たな参加論の地平が切り拓かれようとしている。

　「利用者参加」という概念は、まだ十分に定着

したものとはいい難い。従来の社会福祉援助にお

けるく援助する一される〉といった非対称的な関

係のなかで、クライエントが一方的なサービスの

「受け手」になるのではなく、クライエント自身

が、自らの意思を何らかの形でサービス供給過程

にインプットしていくということを、さしあたり

広義の「利用者参加」と捉えることができる。こ

のことをさらに押し進めると、サービス利用老自

らが、サービス供給老にもなりうるという、セル

フヘルプ運動にまでつながっていく。

　かつて岡村が主張していたように、参加に際し

　ここには、援助される当事者が、依存の構造か

ら逃れ出て、自らの生活を主体的にコントロール

していこうとする、自己決定の方向性が示されて

いる。北野は、障害者・高齢者のヒューマンサー

ビスにおける従来の「医療モデル」は、サービス

を供給する者とサービスを受ける者との間に一方

的な関係を創り出すものであり、これは障害者の

主体性や自己決定という観点から鑑みた場合に望

ましくないとし、これに対抗するモデルとして、

「自立生活モデル」及び「自立生活支援モデル」

を掲げた。北野によれぽ、「自立生活モデル」は、

ノーマライゼーション思想に基づく「脱施設化」

「統合化」「メインストリーミング（統合教育）」

の流れと、アメリカの公民権運動や消費者運動の

もつ「当事者主導」との流れを受けて生み出され

てきたものとされる。このモデルは、「障害は適

切な配慮を欠いた社会のあり方が生み出すもので

あり、社会（環境）を障害者があたりまえに生活
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できるシステムに変革すること、つまり、“社会

や専門家が、障害者のあり方を決めるのではな

く、障害当事者のあり方（主張・運動等）が、社

会のあり方を決める”」ことを意図するものであ

って、その具体的援助方法は、障害当事者自身に

よるピアカウンセリソグとアドボカシーを中心に

組み立てられるものとされる24）。

　「自立生活モデル」で主導的立場を担うのが当

事者・利用者であるのに対し、いまひとつのモデ

ルである「自立生活支援モデル」は、援助者と利

用者のパートナーシップを強調し、援助者と利用

者それぞれの主体性の獲得と、サービスの計画・

運営への参加を促進させることを主眼としてい

る。

　いずれにせよ、ここから明らかになるのは、こ

れまで当事者・利用者の主体性が、サービス供給

の場においていかに閑却されてきたかということ

である。そうした従来のサービス供給のあり方を

問い直す対抗原理として、「主体性」や「自己決

定」、「エンパワーメント」などの概念が提起さ

れ、それがこんにちの「利用者参加」の進展を背

後から支えている。

　河野正輝は、「自己決定」の原理が強調されるよ

うになった要因を、次のように整理している25）。

　①要援護者像の変化（生活主体性の比較的乏し

かった低所得者層からサービス利用者の一一一一mu化・

普遍化、消費者意識の台頭など）

　②社会資源・政策手法レベルでは供給システム

の多元化（公的サービス中心から福祉公社、シル

パーサービス等民間事業者によるサービスの拡

大）

　③思想レベルでは20世紀福祉国家におけるパタ

ーナリズムへの反省、さらに20世紀社会主義の頓

挫と市場の再評価。

　ここで河野が「自己決定」として捉えているも

のは、利用者の「選択」であるように思われる。

自己決定と選択は、きわめて関係性の深いもので

はあるが、この両者は同義でない。すなわち、

「自己決定」の原理に基づいて行動をするとき、

利用者は、その具体的行使の局面において、「選

択」をする必要性に直面する。いうなれぽ「選択

性」が確保されることは、自己決定を具現化する

にあたっての必要条件であって、十分条件ではな

い。

　「選択性」を強調する論議の基底には、明らか

に消費者主義の流れがあるのを見てとることがで

きる。「自己決定」理念は、直ちに消費者主義に

結びつくものではないが、「選択性」の強調は、

総じて消費者主義に依拠している。むろん、サー

ビス利用者＝消費者という捉え方自体は従来より

存在した、北野がいうように、この考え方は、そ

もそも60年代にアメリカで行われた消費者運動に

端を発している。しかしながら、英国に見られる

ような近年の消費者主義の特徴は、新保守主義的

文脈のもとで、すなわち市場メカニズム至上主義

ともいうべき論調のなかで醸成され、展開されて

きたものである。河野が上述した①に掲げている

「消費者意識の台頭」や、②に挙げた供給システ

ムの「多元化」、③でいう「市場の再評価」は、サ

ービス利用者の「選択の幅」の拡大を強調する論

議の構成要因にほかならない。

　ここで、改めて何のための「自己決定」かと問

うてみよう。そこには、個人は自律的であるべき

だという価値観が横たわっている。つまり、利用

者自身が生活主体者として自らを認識し、自らの

生活を自律的に営み、かつまた、援助のさまざま

な側面に関わっていくことが、権利性という面か

らも、また民主的サービス供給という面からも重

要であるという了解があるためである。この文脈

では、サービス利用者はひとりの「市民」として

捉えられているという点に着目しよう。クロフト

とべレスフォードがいうように、市民とは、彼ら

に対して供給されるサービスを、主体的にコント

P一ルし、援助の各局面に民主的に参加すべく要

請されている存在にほかならない。

　ここまできて、われわれは、自己決定、選択性、

利用者参加などの諸概念のなかに、2つの異なっ

た流れがあることに気づく。この2つの流れは、

消費者主義対エンパワーメントともいうべきもの

である。この両者は、サービス利用者をいかなる

ものとして把握するか、という点において決定的

に異なる。すなわち、自己決定、主体性、利用者

参加、アドボカシーといった諸概念をキーワード

とするエンパワーメント・アプローチは、サービ
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ス利用者と潜在的サービス利用者を、一個の〈市

民〉として捉える。このアプローチにおいては、

利用者の決定権や、尊厳を尊重したサービスが設

計され、ニーズの測定と同様、サービスの開発や

運営、実施に至るまで利用者が参加することが要

請されるであろう26）。

　一方、選択性をキーワードとするのは、ケアの

消費者主義モデルである。ここでは、利用者は、

消費者として捉えられ、利用者はあまねく、気に

入らないサービスから「退出」する権限を有して

いると考えられている。しかし、多くのクライエ

ントが、みな無事に「出口」に辿り着くことがで

きるのかについては、なお、疑問が残るところで

ある。（以下、次号）

　　　　　　　　　　　　　（1998．6．26　受理）

注

1）市民参加や住民参加を重視する研究者は、直接参

　加型デモクラシーに価値をおく。このことはたとえ

　ば、篠原一・－vaよる以下の言説からも窺い知ることが

　できる。篠原は政治参加の概念には、代表制にみら

　れるような間接参加と、市民が政治の決定に直接関

　わることを意味する直接参加との2種類があり、市

　民参加ないしは住民参加の文脈で問題とされるのは

　後者の直接参加であって、これは制度化された間接

　参加の形式性や、政治参加の空洞化に対する反発か

　ら出発したものであるとする。直接参加にも種々の

　形態の違いがあり、そこにはまた中央レベルと地域

　レベルの参加が設定されるとし、さらに地域レベル

　の参加を見ると、そこには市政改革のような比較的

　広域的分野における参加である「市民参加」と、都

　市再開発や道路整備などの具体的事項に取り組むこ

　とを主眼とし、市民参加よりも狭い地域内における

　人びとの参加を意味する「住民参加」、さらに住民

　参加の次なる課題でもある参加の基盤となる新たな

　コミュニティづくり（「コミュニティ参加」）の三者
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　すると述べている。同じ政治参加といっても、投票

　行動を分析する論者と、住民参加を志向する論者と

　では、政治参加の捉え方自体が若干異なるものであ

　ることを押さえておきたい。篠原一『市民参加』岩

　波書店、1977、p．7を参照。

2）松原治郎、似田貝香門編著『住民運動の論理：運

　動の展開過程・課題と展望』学陽書房、1976、p．7。
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　点が、当時の社会学における「大衆社会論」と結合

　して、「市民民主主義」「地域民主主義」論に展開

　し、さらに地域社会論としてのコミュニティ論、シ

　ビル・ミニマム論などのいわゆる「コミュニティ形

　成としての住民運動」という社会学的ないし政治学

　的な住民運動論を生み出していったとする。なお、

　似田貝自身は「コミュニティ形成としての住民運動

　論」には構造分析的視座が欠落しているとしてこれ

　を批判していた。ここで、似田貝が直接批判の対象

　としていたのは奥田道大のコミュニティ論である。

　奥田は、住民運動の理論化を図る際にスメルサーの

　集合行動論を援用しているのであるが、似田貝によ

　れぽ、奥田の議論にはそもそもスメルサーの意図し

　ていた社会構造変動論的視格が抜け落ちてしまって

　いるとされる。似田貝は、住民運動研究には、地域

　問題の構造を分析し、この問題を突破するための客

　観的・主観的条件の解明が必須であると考えていた

　のである。．

4）賀来健輔「住民参加と自治体行政（1）：1970年前後

　の住民運動の隆盛と住民参加論を手掛かりに」『都

　市問題』第83巻4号、1992、p．87。

5）この時代の住民運動として特筆すべきは、三島・

　沼津地区における石油コンビナート進出の阻止を求

　める住民運動が組織されたことであろう。この運動

　は、最終的にコンビナートの建設計画を撤回させた

　ことにより、それ以降の住民運動の大きな励みとな

　ったものであった。

6）賀来、前掲、p．88。

7）篠原、前掲、p．102。

8）前掲、P．105。

9）松原治郎「自治体と住民運動」松原、似田貝編著、
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12）前掲、p．370。

13）前掲、pp．372－373。
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15）前掲、P．30。
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　1977、　p．246。

17）前掲、p．246。

18）篠原、前掲、p．79。
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21）定藤丈弘「社会福祉における参加」r現代の社会
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